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　　令和５年度有田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ21,230,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　(債務負担行為)

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

　　期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　(地方債)

第３条　地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

　　利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　　(一時借入金)

第４条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、1,000,000千円と定める。

　　(歳出予算の流用)

第５条　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

　　場合は、次のとおりと定める。

　　(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（会計年度任用職員に係る経費を除く。）に係る予算額に

　　　過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市一般会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 市 税 3,332,130

1 市 民 税 1,271,380

2 固 定 資 産 税 1,756,119

3 軽 自 動 車 税 119,031

4 市 た ば こ 税 185,000

5 入 湯 税 600

2 地 方 譲 与 税 89,920

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 14,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 53,000

3 特 別 と ん 譲 与 税 20,000

4 森 林 環 境 譲 与 税 2,920

3 利 子 割 交 付 金 2,000

1 利 子 割 交 付 金 2,000

4 配 当 割 交 付 金 22,600

1 配 当 割 交 付 金 22,600

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,300

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,300

6 法 人 事 業 税 交 付 金 42,200

1 法 人 事 業 税 交 付 金 42,200

7 地 方 消 費 税 交 付 金 600,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 600,000

8 環 境 性 能 割 交 付 金 8,300

1 環 境 性 能 割 交 付 金 8,300

9 地 方 特 例 交 付 金 19,000

1 地 方 特 例 交 付 金 15,000

2
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策
地 方 税 減 収 補 填 特 別 交 付 金

4,000

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項

─ 2─



金　　　　　額款 項

10 地 方 交 付 税 3,550,000

1 地 方 交 付 税 3,550,000

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,500

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,500

12 分 担 金 及 び 負 担 金 50,226

1 分 担 金 2,638

2 負 担 金 47,588

13 使 用 料 及 び 手 数 料 97,867

1 使 用 料 76,732

2 手 数 料 21,135

14 国 庫 支 出 金 2,212,053

1 国 庫 負 担 金 1,267,308

2 国 庫 補 助 金 934,375

3 委 託 金 10,370

15 県 支 出 金 1,035,475

1 県 負 担 金 556,043

2 県 補 助 金 421,914

3 委 託 金 57,518

16 財 産 収 入 12,355

1 財 産 運 用 収 入 10,720

2 財 産 売 払 収 入 1,635

17 寄 付 金 4,500,500

1 寄 付 金 4,500,500

18 繰 入 金 4,004,974

1 基 金 繰 入 金 4,004,089

2 財 産 区 繰 入 金 885

19 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1
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金　　　　　額款 項

20 諸 収 入 254,099

1 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 3,000

2 市 預 金 利 子 1

3 貸 付 金 元 利 収 入 1,476

4 雑 入 249,622

21 市 債 1,387,500

1 市 債 1,387,500

21,230,000

歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 議 会 費 171,833

1 議 会 費 171,833

2 総 務 費 2,748,192

1 総 務 管 理 費 2,419,982

2 徴 税 費 184,287

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 83,613

4 選 挙 費 47,228

5 統 計 調 査 費 3,706

6 監 査 委 員 費 9,376

3 民 生 費 5,748,717

1 社 会 福 祉 費 2,900,481

2 児 童 福 祉 費 2,412,777

3 生 活 保 護 費 435,159

4 災 害 救 助 費 300

4 衛 生 費 2,025,252

1 保 健 衛 生 費 1,531,287

2 清 掃 費 493,965

5 農 林 費 192,537

1 農 業 費 181,401

2 林 業 費 11,136

歳　　　入　　　合　　　計

款 項
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金　　　　　額款 項

6 商 工 水 産 費 4,953,678

1 商 工 費 4,671,618

2 水 産 業 費 282,060

7 土 木 費 1,707,191

1 土 木 管 理 費 121,193

2 道 路 橋 梁 費 436,670

3 河 川 費 450

4 都 市 計 画 費 962,795

5 下 水 道 費 60,668

6 港 湾 費 153

7 砂 防 費 1,864

8 住 宅 費 123,398

8 消 防 費 568,969

1 消 防 費 568,969

9 教 育 費 2,043,936

1 教 育 総 務 費 285,587

2 小 学 校 費 229,314

3 中 学 校 費 685,918

4 社 会 教 育 費 373,510

5 保 健 体 育 費 469,607

10 災 害 復 旧 費 3

1 農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費 1

2 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 2

11 公 債 費 1,039,692

1 公 債 費 1,039,692

12 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

21,230,000歳　　　出　　　合　　　計
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限 度 額

5,860千円
147,920千円
2,750千円
1,755千円
47,520千円

137,613千円
160,103千円
4,037千円
4,037千円
4,037千円
4,037千円
1,683千円
1,501千円
1,501千円
1,501千円
1,501千円
626千円

53,612千円
53,612千円
53,612千円
53,612千円
53,612千円

中学校情報教育用機器借上料

令 和 ６ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ８ 年 度

令 和 ９ 年 度

令 和 １ ０ 年 度

中学校校務支援システム利用料

令 和 ６ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ８ 年 度

令 和 ９ 年 度

令 和 １ ０ 年 度

小学校校務支援システム利用料

令 和 ６ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ８ 年 度

令 和 ９ 年 度

令 和 １ ０ 年 度

有田聖苑事務組合負担金 令 和 ６ 年 度

高機能消防指令システム等構築事業負担金 令 和 ６ 年 度

令和６年度から令和１５年度まで
　１年当たり限度額150,000千円に
　当該年数を乗じて得た額

子ども子育て支援事業計画策定業務委託料 令 和 ６ 年 度

保田保育所園舎解体・園庭整備工事監理業務委託料 令 和 ６ 年 度

保田保育所園舎解体・園庭整備工事費 令 和 ６ 年 度

産婦人科診療所運営補助金

庁舎長寿命化改修工事費 令 和 ６ 年 度

第　２　表　　　債　務　負　担　行　為

事 項 期 間

庁舎長寿命化改修工事監理業務等委託料 令 和 ６ 年 度

─ 6─



　 借入先の融通条件による。
　 ただし、市財政の都合によ
 り据置期間及び償還期限を
 短縮し、又は繰上償還若しく
 は低利に借り換えることがで
 きる。

有 和 中 学 校 建 設 事 業 411,900

臨 時 財 政 対 策 債 70,000

防 災 事 業

都 市 公 園 整 備 事 業

都 市 計 画 街 路 事 業

63,000

184,500

証書借入
又　　　は
証券発行

　  年3.5％以内
 　 （ただし、利率見直し
 方式で借り入れる公的
 資金について、利率の
 見直しを行った後にお
 いては、当該見直し後
 の利率）

5,200

上 水 道 事 業 施 設 整 備 事 業 19,400

漁 港 施 設 整 備 事 業

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

第　３　表　　　地　　    　方　　    　債

消 防 施 設 整 備 事 業 82,400

41,800

保 田 保 育 所 建 設 事 業 393,200

都 市 下 水 路 整 備 事 業 116,100
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　　令和５年度有田市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,245,564千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　(一時借入金)

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　　300,000千円と定める。

　　(歳出予算の流用)

第３条　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

　　場合は、次のとおりと定める。

　　(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

　　　の間の流用

　　(2) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（会計年度任用職員に係る経費を除く。）に係る予算額に

　　　過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市国民健康保険特別会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 国 民 健 康 保 険 税 723,469

1 国 民 健 康 保 険 税 723,469

2 使 用 料 及 び 手 数 料 500

1 手 数 料 500

3 国 庫 支 出 金 1

1 国 庫 補 助 金 1

4 県 支 出 金 3,029,001

1 県 補 助 金 3,029,000

2 財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 1

5 財 産 収 入 70

1 財 産 運 用 収 入 70

6 繰 入 金 484,359

1 一 般 会 計 繰 入 金 344,359

2 基 金 繰 入 金 140,000

7 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

8 諸 収 入 8,163

1 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 6,510

2 雑 入 1,653

4,245,564歳　　　入　　　合　　　計

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項
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歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 総 務 費 70,272

1 総 務 管 理 費 66,799

2 徴 税 費 3,147

3 運 営 協 議 会 費 326

2 保 険 給 付 費 2,999,545

1 療 養 諸 費 2,569,700

2 高 額 療 養 費 407,586

3 移 送 費 101

4 出 産 育 児 諸 費 19,008

5 葬 祭 費 1,950

6 傷 病 手 当 金 1,200

3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,091,892

1 医 療 給 付 費 分 771,780

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 235,292

3 介 護 納 付 金 分 84,820

4 共 同 事 業 拠 出 金 1

1 共 同 事 業 拠 出 金 1

5 保 健 事 業 費 76,512

1 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 59,238

2 保 健 事 業 費 17,274

6 基 金 積 立 金 70

1 基 金 積 立 金 70

7 公 債 費 7

1 公 債 費 7

8 諸 支 出 金 5,251

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 5,251

9 予 備 費 2,014

1 予 備 費 2,014

4,245,564

款 項

歳　　　出　　　合　　　計
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初 島 財 産 区 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　　令和５年度有田市の初島財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,188千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　(一時借入金)

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　　2,000千円と定める。

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市初島財産区特別会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 財 産 収 入 4,186

1 財 産 運 用 収 入 4,186

2 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

3 諸 収 入 1

1 雑 入 1

4,188

歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 総 務 費 4,087

1 総 務 管 理 費 4,087

2 公 債 費 1

1 公 債 費 1

3 予 備 費 100

1 予 備 費 100

4,188

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　入　　　合　　　計

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項
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漁 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　　令和５年度有田市の漁業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ70,172千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　(地方債)

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

　　限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市漁業集落排水事業特別会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 1

1 分 担 金 1

2 使 用 料 及 び 手 数 料 3,028

1 使 用 料 3,024

2 手 数 料 4

3 県 支 出 金 2,673

1 県 補 助 金 2,673

4 繰 入 金 58,368

1 一 般 会 計 繰 入 金 58,368

5 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

6 諸 収 入 1

1 雑 入 1

7 市 債 6,100

1 市 債 6,100

70,172

歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 漁 業 集 落 排 水 事 業 費 29,234

1 漁 業 集 落 排 水 事 業 費 29,234

2 公 債 費 39,438

1 公 債 費 39,438

3 予 備 費 1,500

1 予 備 費 1,500

70,172

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　入　　　合　　　計

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項
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第　２　表　　　地　　    　方　　    　債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

公 営 企 業 会 計 適 用 債 6,100
証書借入
又　　　は
証券発行

　  年3.5％以内
 　 （ただし、利率見直し
 方式で借り入れる公的
 資金について、利率の
 見直しを行った後にお
 いては、当該見直し後
 の利率）

　 借入先の融通条件による。
　 ただし、市財政の都合によ
 り据置期間及び償還期限を
 短縮し、又は繰上償還若しく
 は低利に借り換えることがで
 きる。

－17－ ─ 17 ─
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介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　　令和５年度有田市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,348,951千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　(債務負担行為)

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

　　期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　(歳出予算の流用)

第３条　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

　　場合は、次のとおりと定める。

　　(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

　　　の間の流用

　　(2) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（会計年度任用職員に係る経費を除く。）に係る予算額に

　　　過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市介護保険特別会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 保 険 料 636,384

1 介 護 保 険 料 636,384

2 使 用 料 及 び 手 数 料 81

1 手 数 料 81

3 国 庫 支 出 金 800,413

1 国 庫 負 担 金 549,556

2 国 庫 補 助 金 250,857

4 支 払 基 金 交 付 金 858,172

1 支 払 基 金 交 付 金 858,172

5 県 支 出 金 466,283

1 県 負 担 金 436,762

2 県 補 助 金 29,521

6 財 産 収 入 14

1 財 産 運 用 収 入 14

7 繰 入 金 560,601

1 一 般 会 計 繰 入 金 539,601

2 基 金 繰 入 金 21,000

8 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

9 諸 収 入 27,002

1 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 1

2 雑 入 27,001

3,348,951歳　　　入　　　合　　　計

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項

─ 20 ─



歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 総 務 費 89,519

1 総 務 管 理 費 61,016

2 徴 収 費 1,745

3 介 護 認 定 審 査 会 費 26,758

2 保 険 給 付 費 3,034,817

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 2,711,762

2 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 100,448

3 そ の 他 諸 費 2,282

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 84,081

5 高額医療合算介護サービス等費 13,244

6 特定入所者介護サービス等費 123,000

3 基 金 積 立 金 3,608

1 基 金 積 立 金 3,608

4 地 域 支 援 事 業 費 217,002

1 介護予防・生活支援サービス事業費 143,493

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 12,703

3 包括的支援事業 ・ 任意事業費 60,402

4 そ の 他 諸 費 404

5 諸 支 出 金 3,005

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 3,005

6 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

3,348,951

款 項

歳　　　出　　　合　　　計
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－22－

令 和 10 年 度

第　２　表　　　債　務　負　担　行　為

事 項

　介護相談・緊急通報サービス事業委託料

7,023千円
7,023千円
7,023千円
7,023千円
7,023千円

期 間 限 度 額

令 和 ６ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ８ 年 度

令 和 ９ 年 度
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　　令和５年度有田市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　　(歳入歳出予算)

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ856,376千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　　　　令和５年３月２日　提出

有田市長　望　月　良　男

令和５年度有田市後期高齢者医療特別会計予算
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歳　　　　入 （単位：千円）

金　　　　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 335,167
1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 335,167

2 使 用 料 及 び 手 数 料 60
1 手 数 料 60

3 繰 入 金 518,969
1 繰 入 金 518,969

4 繰 越 金 1
1 繰 越 金 1

5 諸 収 入 2,179
1 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 79
2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1,570
3 雑 入 530

856,376

歳　　　　出 （単位：千円）

金　　　　　額

1 総 務 費 14,489
1 総 務 管 理 費 13,384
2 徴 収 費 1,105

2 後期高齢者医療広域連合納付金 840,017
1 後期高齢者医療広域連合納付金 840,017

3 諸 支 出 金 1,570
1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1,570

4 予 備 費 300
1 予 備 費 300

856,376

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　入　　　合　　　計

第　１　表　　　　歳　入　歳　出　予　算

款 項
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上 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 

 

 

 





　（業務の予定量）

戸

㎥

㎥

第１款　水 道 事 業 収 益 千円

　第１項　営  業  収  益 千円

　第２項　営 業 外 収 益 千円

第１款　水 道 事 業 費 用 千円

　第１項　営  業  費  用 千円

　第２項　営 業 外 費 用 千円

　第３項　予  　備  　費 千円

13,425

　（総　　　則）

12,700

4,900,000

配水管布設・布設替事業

441,785

支　　　出

22,214

514,523

492,309

(2) 年 間 総 給 水 量

(3) 一 日 平 均 給 水 量

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（収益的収入及び支出）

収　　　入

(4) 主 な 建 設 改 良 事 業

487,091

44,306

1,000

令 和 ５ 年 度 有 田 市 上 水 道 事 業 会 計 予 算

第１条　令和５年度有田市上水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(1) 給   水   戸   数

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

- 25 -
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第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 257,808千円

は、当年度分損益勘定留保資金 169,721千円、建設改良積立金 52,086千円、減債積立金 20,000千円及び消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 16,001千円で補てんするものとする。）。

第１款　資 本 的 収 入 千円

千円

千円

千円

千円

第１款　資 本 的 支 出 千円

千円

千円

千円

80,740

　（資本的収入及び支出）

　第１項　企　業　債

収　　　入

181,422

27,016

55,000

18,666

108,950

　第２項　出　資　金

　第１項　建 設 改 良 費 330,280

　第３項　国庫補助金

起 債 の 目 的 限 度 額

　第４項　補　償　金

439,230

支　　　出

　第２項　企 業 債 償 還 金

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

水道施設整備事業

　年3.5％以内
（ただし、利率見直し方式で借り
入れる公的資金について、利率
の見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

　借入先の融通条件による。
　ただし、企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、又は繰上償
還もしくは低利に借り換えることができ
る。

証書借入
55,000 又　　は

証券発行

─ 26 ─



(1) 営業費用と営業外費用との相互流用　　

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の
金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
(1) 職員給与費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

有田市長　望　月　良　男

第10条　たな卸資産の購入限度額は、12,406千円と定める。

77,391

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　児童手当に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、120千円である。
 （他会計からの補助金）

令和５年３月２日　提出　

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（一時借入金）

- 27 -
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病 院 事 業 会 計 予 算 

 





　 （総　　　　則）

第１条 令和５年度有田市立病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務量）

第２条 許可病床数は１５７床と定める。

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 千円

第１項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

令 和 ５ 年 度 有 田 市 立 病 院 事 業 会 計 予 算

収 入

病 院 事 業 収 益 ５８９，５７７

２４，５２８

医 業 外 収 益 ５８９，５７７

予 備 費 １，０００

支 出

病 院 事 業 費 用 ７６８，７５０

医 業 費 用 ７４３，２２２

医 業 外 費 用

- 29 -
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

（企　業　債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円  証書借入
 又　は
 証券発行

年3.5％以内
　借入先の融通条件による。
　ただし、企業財政の都合により据置期間及び償還期限を短
　縮し、又は繰上償還若しくは低利に借り換えることができる。

病院施設整備事業 １０，０００

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

１３６，８９２

一 般 会 計 出 資 金 ８０，４８５

一 般 会 計 負 担 金 ２３８，４９７

退 職 手 当 債 償 還 金

収 入

資 本 的 収 入

支 出

建 設 改 良 費

１０，０００

３４２，５００

企 業 債

３８，４６２

そ の 他 負 担 金 １３，５１８

資 本 的 支 出 ３０５，３５４

企 業 債 償 還 金

１３０，０００
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（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 医業費用と医業外費用との相互流用 千円

（他会計からの補助金）

第８条 病院事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２，０００千円である。

（重要な資産の取得及び処分）

令和５年３月２日　提出

有田市長 望　月　良　男

５，０００
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（一時借入金）
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